
○条例の概要 

 

 宇治田原町暴力団排除条例 

平成２５年５月１日施行 

 

 

 

本条例は、暴力団員等による不当な行為により町の 

行政、町内の事業活動及び住民の生活に生じる不当な 

影響を排除し、住民の安全・安心で平穏な生活を確保 

することを目的に制定されました。  

  

第４条 町の責務 
町は、国、京都府、京都府暴力追放運動推進センター、住民の皆さん

等と連携を図りながら、暴力団排除のための施策を推進します。 

 

第５条 住民等の責務 

暴力団との一切の関係を遮断するよう努めるとともに、町が行う暴力

団排除のための施策に協力するよう努めてください。 

 暴力団排除に資すると認められる情報を知ったときは、町に対し、当

該情報を提供するよう努めてください。 

 

第６条 町の施策 

第７条 

第９条 

第10条 

（１）町は、公共工事その他の町の事務または事業において、暴力団員

等について、町が実施する入札に参加させない等の措置を講じま

す。 

（２）京都府と共同して住民の皆さん等に対し情報の提供、助言、指導

等必要な支援を行ないます。 

（３）町が設置した公の施設が暴力団の活動に利用されると認められる

ときは、使用を承認せず、または当該使用の承認を取り消すもの

とします。 

（４）町が発注する公共工事における暴力団員等との請負契約が禁止さ

れます。 

 

第13条 住民等の遵守事項 

第14条  

（１）暴力団の威力を利用してはなりません。 

（２）暴力団員等に対し、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に

資することとなる金品その他の財産上の利益の供与を行っては

なりません。 

 

第16条 青少年に対する教育 
町は、青少年の暴力団への加入防止及び暴力団犯罪からの被害防止の

ため、町が設置した中学校において教育を行うこと及び青少年の育成に

携わる者に対して指導等の適切な措置をとるよう努めます。 

 



 

 

 

第 19条・第 20条  

【罰則】  

  ※誓約書に虚偽の記載をして提出した者  

      １年以下の懲役または５０万円以下の罰金  

  ※報告若しくは資料の提出をしなかった者又は虚偽の報告若しく  

は資料の提出をした者  

      ２０万円以下の罰金  

※誓約書を徴しなかった者、誓約書を５年間保管しなかった者  

      ５万円以下の過料  

 

 

 

お問い合わせ 

                                       宇治田原町役場総務課 

                                       電 話：０７７４－８８－６６３１（直通） 

                                       ＦＡＸ：０７７４－８８－３２３１ 

                                       E-Mail：shoubou@town.ujitawara.kyoto.jp 

 

第10条 誓約書の徴取 

・町が発注する公共工事において、町、元請契約者、下請

契約者及び物品納入等契約者等は、１５０万円以上の契

約を締結する際、その相手方から暴力団員ではないこと

等の誓約書を徴しなければなりません。  

・町、元請契約者、下請契約者及び物品納入等契約者等は、

徴した誓約書を５年間保管しなければなりません。  

 


